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１４健康づくり
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

スポーツの
行動者率・
行動者総数
（％）

スポーツの行動
者率・運動とし
ての散歩・軽い
体操（％）

水泳プール数
（屋内）

基本健康診査
受診率
（％）

全 国 ７２．２ ４２．６ ３１３２ ４１．１

北 海 道 ７０．８ ４０．４ ３１７ ２９．９
青 森 県 ６０．１ ３２．０ ４１ ４２．３
岩 手 県 ６４．２ ３５．５ ４１ ４３．３
宮 城 県 ６９．３ ４１．５ ５７ ４９．８
秋 田 県 ６５．３ ３７．５ ４２ ５８．３

山 形 県 ６４．４ ３５．９ ３１ ６０．６
福 島 県 ６８．２ ４０．７ ５５ ４７．３
茨 城 県 ７０．１ ４２．７ ７９ ３６．９
栃 木 県 ７２．４ ４２．６ ５２ ４５．２
群 馬 県 ７１．８ ４４．７ ６３ ６２．７

埼 玉 県 ７６．７ ４５．５ １４２ ４３．７
千 葉 県 ７４．９ ４４．３ １２６ ４７．１
東 京 都 ７６．０ ４６．２ ２３０ ４８．２
神 奈 川 県 ７４．６ ４５．５ １５０ ３３．１
新 潟 県 ６４．７ ３５．７ ８４ ４２．２

富 山 県 ６７．２ ３８．６ ４０ ５１．８
石 川 県 ６９．０ ３９．８ ４１ ３１．９
福 井 県 ６６．８ ３６．９ ３３ ３８．４
山 梨 県 ７１．６ ４１．３ ４０ ３３．７
長 野 県 ７３．２ ４１．６ ６５ ３５．９

岐 阜 県 ７３．２ ４３．１ ５９ ４２．４
静 岡 県 ７３．５ ４４．１ １１４ ３８．６
愛 知 県 ７３．１ ４２．２ １４６ ５０．０
三 重 県 ６９．９ ３９．２ ４３ ４６．２
滋 賀 県 ７５．１ ４３．０ ３２ ４０．１

京 都 府 ７３．０ ４１．９ ５７ ３７．１
大 阪 府 ７３．５ ４３．２ １５５ ３９．７
兵 庫 県 ７４．１ ４３．３ １２５ ３８．７
奈 良 県 ７２．９ ４５．１ ２３ ４６．３
和 歌 山 県 ６７．１ ３９．５ ２４ ２９．９

鳥 取 県 ６７．７ ３８．０ １４ ３６．７
島 根 県 ６８．４ ３９．７ ２４ ４７．８
岡 山 県 ７１．６ ４１．３ ４９ ４０．７
広 島 県 ７３．６ ４３．７ ４８ ２５．８
山 口 県 ６９．０ ４１．６ ４０ ４２．８

徳 島 県 ６７．７ ４２．６ １７ ４１．０
香 川 県 ７０．７ ４１．７ ３３ ４８．０
愛 媛 県 ６７．４ ３９．３ ３６ ３４．５
高 知 県 ６６．７ ４０．０ １２ ２７．３
福 岡 県 ７１．３ ４３．０ １２５ ２８．９

佐 賀 県 ６９．６ ３８．８ ２４ ４７．３
長 崎 県 ６４．９ ３８．６ ４０ ２８．２
熊 本 県 ７１．２ ４２．０ ４４ ４０．６
大 分 県 ６９．４ ４２．３ ３８ ５４．８
宮 崎 県 ７２．８ ４２．３ ２０ ４１．２

鹿 児 島 県 ７１．７ ４２．０ ４４ ３７．０
沖 縄 県 ７３．７ ４２．０ １７ ３１．６

埼玉県の順位 １ ２ ６ １７
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行動者総数 
散歩・軽い体操（男） 
散歩・軽い体操（女） 

年代別スポーツの行動者率（平成１３年）・
行動者総数、運動としての散歩・軽い体操（男女別）

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局

概要
「社会生活基本調査」によると、平成１３
年の埼玉県の１０歳以上人口のうち、スポー
ツの行動者は４７７万人で、行動者率は前回
と比べて３．１ポイント低下して７６．７％とな
りましたが全国第１位でした。１５歳以上人
口のスポーツの種類別行動者率では、「運
動としての散歩・軽い体操」が４５．７％と最
も多くなっていますが、この行動者率を年
代別にみると中高年層で高くなっています。
「社会教育調査報告書」によると、平成
１１年１０月１日現在、埼玉県の一般の利用者
のために設置されている屋内水泳プールの
数は１４２で全国第６位でした。
「地域保健・老人保健事業報告」による
と、平成１２年度の埼玉県の基本健康診査の
受診率はその前年度よりも２．１ポイント増
えて４３．７％となり、全国第１７位となりまし
た。

スポーツ行動者率
１０歳又は１５歳以上人口に対する行動者
（調査日以前の１年間に何らかの「スポー
ツ」を行った１０歳又は１５歳以上の人）数の

割合。表＊１，２は１０歳以上、グラフは１５歳
以上人口に対する行動者率を掲載した。

スポーツ
余暇活動として行うものをいい、授業や

仕事として行うものを含まない。なお、「運
動としての散歩・軽い体操」は、健康維持・
体力増進など、運動として行っている場合。

水泳プール数（屋内）
一般の利用に供する目的で設置した地方

公共団体の社会体育施設や民間の営利・非
営利体育施設を調査したものの合計数。

基本健康診査・基本健康診査受診率
基本健康診査とは、生活習慣病予防のた

め、老人保健法に基づき、市町村が原則と
して４０歳以上の住民（主として家庭の主婦
や自営業者）に対して行う基本的な健康診
査をいう。
基本健康診査受診率は、基本健康診査受

診者数÷基本健康診査対象者数×１００（％）
として算出する。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「社会生活基本調査」総務省統計局
＊３「社会教育調査報告書」文部科学省
＊４「地域保健・老人保健事業報告（老人保健編）」厚生労働省

平成１３年１０月
平成１１年１０月１日
平成１２年度

５年
３年
毎年
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１５医療体制
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

病院数 一般診療所数
受療率・入院
（人口１０万対）

受療率・外来
（人口１０万対）

全 国 ９２３９ ９４０１９ １１７０ ５３９６

北 海 道 ６３８ ３３３４ １７２１ ５５５５
青 森 県 １１０ ９８７ １３０５ ６２８４
岩 手 県 １０９ ８８５ １３８５ ５８７０
宮 城 県 １４９ １５２１ ９９７ ５０２６
秋 田 県 ８１ ７９６ １３７４ ５８３２

山 形 県 ６９ ８８３ １０６２ ５９９９
福 島 県 １５６ １３７８ １２６４ ５４９７
茨 城 県 ２０９ １５８０ ９３４ ４３０２
栃 木 県 １１８ １３０４ ９８１ ５２４６
群 馬 県 １４４ １４５２ １０４６ ４６８４

埼 玉 県 ３６６ ３５６６ ７４３ ４５２１
千 葉 県 ２９９ ３５１１ ７３３ ４４８０
東 京 都 ６８５ １１７８５ ９６４ ５６９８
神 奈 川 県 ３６３ ５６５１ ７７９ ４８６８
新 潟 県 １３９ １７４８ １０８８ ５６８７

富 山 県 １１５ ７７９ １５１６ ５５０９
石 川 県 １１８ ８２１ １５４２ ５８６１
福 井 県 ９３ ５５４ １３７９ ５３８８
山 梨 県 ６１ ６１０ ９８５ ４４４６
長 野 県 １４１ １４４８ ９４９ ４７１２

岐 阜 県 １１４ １４３３ ９３７ ５２００
静 岡 県 １８４ ２５３２ ８８９ ４７６９
愛 知 県 ３６７ ４５２７ ９０８ ５２５６
三 重 県 １１５ １３７５ １０３５ ５２６４
滋 賀 県 ６０ ８５３ ８６４ ４３７３

京 都 府 １８３ ２４９４ １１８８ ５３４１
大 阪 府 ５７５ ７６９９ １０７９ ５８２２
兵 庫 県 ３４９ ４５７８ １０１６ ５２３２
奈 良 県 ７４ １０１２ ９３９ ４７０８
和 歌 山 県 ９２ １０９０ １２８０ ６１１１

鳥 取 県 ４６ ５４０ １２５２ ４９８７
島 根 県 ６０ ７６５ １４３６ ６１００
岡 山 県 １９２ １６０２ １３５４ ５５４３
広 島 県 ２７０ ２５７２ １３５５ ６５２８
山 口 県 １５２ １３４２ １８４１ ５９２６

徳 島 県 １３１ ７９４ １９２９ ５９４６
香 川 県 １０８ ７８０ １５５３ ６１６１
愛 媛 県 １５６ １２１１ １６１１ ６６７３
高 知 県 １４８ ６０５ ２２８７ ６４１８
福 岡 県 ４８６ ４２２５ １６９４ ６１５４

佐 賀 県 １１２ ６５６ １７６７ ６６２２
長 崎 県 １７６ １４１５ １９７７ ６４０２
熊 本 県 ２２６ １４６５ １９７９ ６０９４
大 分 県 １６３ ９２９ １７７２ ５２２５
宮 崎 県 １５３ ８７５ １７０８ ５９９１

鹿 児 島 県 ２８９ １３５６ ２０４４ ６２９５
沖 縄 県 ９５ ７０１ １４１５ ３４７７

埼玉県の順位 ６ ７ ４６ ４２
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0 1 2 3 4 5 6

12年 

平成2年 

55年 

45年 

昭和35年 

（万人） 

医師 歯科医師 薬剤師 看護婦（士） 准看護婦（士） 

主な医療従事者数（各年１２月３１日）

資料：「医師・歯科医師・薬剤師調査」「衛生行政報告例」厚生労働省
「統計からみた埼玉県の医療」県健康福祉政策課

概要
「医療施設（動態）調査・病院報告」に
よると、平成１３年１０月１日現在の埼玉県の
病院の数は前年よりも１減って３６６となり、
引き続き全国第６位でした。一般診療所の
数は４１増えて３，５６６となり、順位は引き続
き全国第７位でした。
「患者調査」によると、平成１１年の埼玉
県の受療率は、入院が前回調査より３０ポイ
ント減少し７４３となりましたが、前回の最
下位から全国第４６位になりました。外来も
６２ポイント減少し４，５２１となりましたが、
前回より３つ順位が上がって全国第４２位で
した。
「医師・歯科医師・薬剤師調査」や「衛
生行政報告例」によると、医療機関の増加
に伴い、埼玉県内で従業・就業している医
療関係者も年々増加しています。特に近年
看護婦（士）が大幅に増加しており、平成
１２年末の看護婦（士）数は２万人を超え、
昭和３５年末の９．６倍、平成２年末の２倍と
なりました。

病院
医師または歯科医師が医業または歯科医

業を行う場所であって、患者２０人以上の入
院施設を有するもの。

一般診療所
医師または歯科医師が医業または歯科医

業を行う場所（歯科医業のみは除く。）で
あって、患者の入院施設を有しないもの又
は患者１９人以下の入院施設を有するもの。

受療率
調査年の１０月１日の推計人口（総務省統

計局）１０万人に対する推計患者数（調査日
当日に病院、一般診療所、歯科診療所で受
療した患者の推計数）。都道府県別受療率
は、患者の住所地別に算出したもの。
推計患者数÷推計人口×１０万（人）

医療従事者数
各調査時点で、届け出た従業地・就業地

が埼玉県内だった人数。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「医療施設（動態）調査・病院報告」厚生労働省
＊３４「患者調査」厚生労働省

平成１３年１０月１日
平成１１年１０月

毎年
３年
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１６医療保険
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

国民健康保険・
被保険者数
（人）

国民健康保険・
療養諸費合計・

費用額
（千円）

政府管掌
健康保険・
加入者数
（人）

政府管掌
健康保険・
保険給付費総計
（千円）

全 国 ４７２７７４２９ １６１２０７４７０３７ ３６７５７８３７ ４１９９８９９２３３

北 海 道 １８２５３４７ ８４０８３２９４２ １９８０２６９ ２７２１１５８１０
青 森 県 ６１３７４４ １９９９４１００８ ４８８８０４ ５８４８３２２４
岩 手 県 ４９５９１９ １７８９７４２７１ ５０１８３３ ５９０９６３８６
宮 城 県 ７５８１６９ ２５４６９１５２７ ７４８０３０ ８４３０１４２７
秋 田 県 ４１２９９５ １５８２８６７１０ ４４７６３２ ５３０４７７２８

山 形 県 ４３７５６２ １５１８８１５６６ ４６４１０９ ４８７５４７７６
福 島 県 ７３８１５７ ２６２９１０５２８ ７１７８０８ ８１５４９３０３
茨 城 県 １１２５１９６ ３２７３４０７５７ ５８９５４５ ６６５９５５４８
栃 木 県 ７３８２０５ ２２２９３３５７９ ５０５６３６ ５８０３５６３３
群 馬 県 ７４７７２２ ２３３２６９１９３ ５９６０００ ６５０８３７０６

埼 玉 県 ２１９２１９２ ６２３２２４９０３ ９３２６４１ １２０２２６５４９
千 葉 県 ２０１６２９７ ５５７８２８５３７ ６６３６１６ ９７７６１８７５
東 京 都 ４３８８６９７ １４３５３４６９３９ ３２７４１８３ ２７５６４５３７０
神 奈 川 県 ２６５７７０１ ８２８６５６４６７ １１６９９６９ １５２８９５８４３
新 潟 県 ７８１３６６ ２７７５８８４５０ ９４５５３２ １０２０５０９２８

富 山 県 ３１１８１３ １３５４０２４２２ ４６３１５７ ５３６４４８３５
石 川 県 ３６２８８５ １５６０６４２７４ ４７１６１４ ５７７４４２８９
福 井 県 ２５０４７５ ９８９０９０３２ ３３０３００ ３６５２７４８８
山 梨 県 ３４２５２５ １０６７５４５４６ ２４９９１６ ２６５６６７０４
長 野 県 ７３３７６２ ２４２１４８２９７ ７２８０７８ ７３５２９７６７

岐 阜 県 ７３２９５９ ２４３９９２４３６ ６７３５９３ ７８３９５７３８
静 岡 県 １３０５９４０ ４１６９８５４７９ ９９５１３５ １０８３７３８７８
愛 知 県 ２１９５５６３ ７３８５１１３４０ ２２２４１２９ ２３８９９３６０５
三 重 県 ６１０３４０ ２０９３９４７８２ ５０５２７７ ６００１１１７０
滋 賀 県 ３８０２１２ １２７６９７６８３ ３３５９０１ ４０４０６７７７

京 都 府 ８１６７７２ ３１４０６２３５０ ８６５０３３ ９８８５４３２８
大 阪 府 ３０４６８４１ １１０７９９９９４９ ３１１７８０２ ３３００６６９６６
兵 庫 県 １７５１５０５ ６５３１６８６２４ １３９１５３６ １７２０８５１０３
奈 良 県 ４４９７４２ １５１４１７４７３ ２９６５６２ ４２１８８９２８
和 歌 山 県 ４４５７２５ １６１５４５４０８ ３０９９４１ ３７２８３７７８

鳥 取 県 １９９２４４ ７８５４１３５０ ２４２０８４ ２８３８３１０６
島 根 県 ２４７４４４ １０５１６５３８７ ３０７１３８ ３４７３６９４８
岡 山 県 ５９３５５３ ２５０２３４１４１ ７５８８５３ ９１２２２８１９
広 島 県 ８９３７５７ ４０７６４７７１０ １０７７７５０ １２５６９１９１６
山 口 県 ５１６５７２ ２３５３６３７７７ ５００１２５ ６００３３５７６

徳 島 県 ２５３３０１ １１２７７９４３６ ２９４２５９ ３８５２７６００
香 川 県 ３２４２５１ １４２３０７５１４ ４２３４２６ ４９７４００６９
愛 媛 県 ５４２５０９ ２２１２９２０９６ ５７６９７８ ６３５８７７３６
高 知 県 ３１５７４５ １３８０３３８１０ ２９２９０３ ３４９６７２０６
福 岡 県 １６２５３２３ ７０９０７４１９３ １８４１６８９ ２２６５０２０１１

佐 賀 県 ３１０１６３ １２７５１７１１３ ３２７０５６ ３８１２８８８７
長 崎 県 ５９９３０７ ２６２２６７４９７ ５０８７０２ ５９９２６２１８
熊 本 県 ７２７０５５ ２９３２４５３２３ ６４３００１ ７５７５１９４９
大 分 県 ４２００６７ １８４０１２８７９ ４６５０２９ ５６４０１０３４
宮 崎 県 ４７６０６０ １７１２３７９１２ ４１２８７０ ４７５３７２０１

鹿 児 島 県 ６８６１２０ ３０３５２６８５１ ６５４６４９ ７３４４４０８２
沖 縄 県 ５９１１７０ １５３９６４３１７ ４４７７４４ ４４９９９４１６

埼玉県の順位 ５ ８ １１ ９
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被保険者種類別療養諸費総額

資料：「国民健康保険事業状況」県国保医療課

概要
「国民健康保険事業年報」によると、埼
玉県の平成１２年度年間平均の国民健康保険
被保険者数（市町村分）は、前年度比８万
人増の２１９万人（１，０８３，９９６世帯）となりま
した。また、療養諸費（市町村分）は前年
度比１４４億円増の６，２３２億円となり、被保険
者１人当たりの療養諸費は２８万円でした。
「国民健康保険事業状況」によると、埼
玉県の平成１２年度の市町村と組合を合計し
た療養諸費は６，７２２億３，３６８万円となり、前
年度に比べ１９８億円増加しました。この内
訳は、一般２，７２５億６，３１４万円（前年度比
３．１％増）、老人３，０８１億４，９４１万円（同１．４％
増）、退職が９１５億２，１１２万円（同９．０％増）
で、退職分の伸び率が大きくなりました。
「事業年報」によると政府管掌健康保険
の加入者（被保険者と被扶養者）は９３万人
で全国第１１位、保険給付費は１，２０２億円で
全国第９位でした。

国民健康保険被保険者
政府管掌健康保険等の加入者や生活保護
受給者等を除き、市町村の区域内に住所を

有する者は全て被保険者となる。また、一
般被保険者（「一般」（老人を除く）、「老人」
（老人保健医療給付対象者））と退職被保
険者等（「退職」）に区分される。

療養諸費（老人保健法では「医療諸費」）
療養の給付（医療の現物給付・患者一部

負担金等を含む）、療養費、食事療養及び
移送費の合計。グラフの老人分は３月～翌
年の２月、それ以外は４月～翌年の３月診
療分で集計したものを掲載している。

保険給付費
被保険者等に保険事故（病気、けが、分

べん、死亡等）が生じた場合にその事故に
対応して保険者が行う一定の給付。患者及
び公費で負担した金額を含まない。

※表＊１，２中の都道府県値は市町村（特別
区含む）分で、全国計は市町村分と国民健
康保険組合分の合計。
表＊３，４は被保険者と被扶養者の合計。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１「国民健康保険事業年報」厚生労働省
＊２「国民健康保険事業年報」厚生労働省
＊３「事業年報」社会保険庁
＊４「事業年報」社会保険庁

平成１２年度年間平均
平成１２年度
平成１２年度末
平成１２年度

毎年
毎年
毎年
毎年
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１７感染症・食中毒
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

２類感染症
報告数
（例）

３類感染症
報告数
（例）

結核
新登録患者数
（人）

食中毒患者数
（人）

全 国 ９８１ ４４３５ ３５４８９ ２５８６２

北 海 道 ２４ １５５ １１３７ ８１４
青 森 県 １４ ４５ ３７６ １９１
岩 手 県 ４ ８０ ２５５ ４６１
宮 城 県 １０ ４８ ４２７ ２１５
秋 田 県 － ６０ ２４２ １５２

山 形 県 ３ ６２ １７４ ３３７
福 島 県 ６ ５１ ３８３ ６７７
茨 城 県 １７ ４８ ６４１ ２９４
栃 木 県 ４ ２７ ４４７ ５７６
群 馬 県 ９ ８６ ３８５ ３８１

埼 玉 県 ３１ ２１３ １６２４ ４０５
千 葉 県 ４１ ３８０ １４１１ １３９３
東 京 都 １８３ ３１４ ４１１６ ９３３
神 奈 川 県 ６１ ３００ ２２５６ １８８１
新 潟 県 １１ ３５ ５２４ ４２９

富 山 県 ６ ８８ ２７２ ４６２
石 川 県 ６ ６３ ２６７ ９３３
福 井 県 ４ ６０ １８０ ６５
山 梨 県 １５ １７ １５０ ２１６
長 野 県 １６ ５９ ３０２ ７０４

岐 阜 県 １ ２２ ６３４ ６１１
静 岡 県 ２３ ５７ ８７１ ９０１
愛 知 県 ６２ １７２ ２１９５ １５９２
三 重 県 ２２ ８０ ４６５ ３８５
滋 賀 県 ４ ４４ ３１２ ７０６

京 都 府 ２０ ９４ ７５８ ９８９
大 阪 府 １２３ ３４９ ４５７５ １１１２
兵 庫 県 ４０ ２７６ ２０６８ ８６０
奈 良 県 １０ ５７ ４６０ ２７７
和 歌 山 県 １ １６ ３２６ １９８

鳥 取 県 ２ ２４ １３４ ２０３
島 根 県 ６ ９４ １７１ １３８
岡 山 県 ８ ８２ ４８８ ４０９
広 島 県 １８ ９３ ６６４ １５３０
山 口 県 １９ ４７ ３９０ ２７１

徳 島 県 ２ １６ ２７６ ２３４
香 川 県 １０ ２２ ２７８ ９４
愛 媛 県 ９ ５１ ３２９ ２４５
高 知 県 ２ １８ ２５１ ５７２
福 岡 県 ５７ ２３４ １５５３ ６３１

佐 賀 県 ３３ ９４ １９２ ２６４
長 崎 県 １４ ９１ ４９７ ４１２
熊 本 県 １４ ３９ ４３８ ４９２
大 分 県 ５ ４０ ３６８ １０７
宮 崎 県 ５ ４３ ２９８ １７３

鹿 児 島 県 ３ ６１ ５４９ ４６３
沖 縄 県 ３ ２８ ３８０ ４７４

埼玉県の順位 ９ ７ ６ ２７
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資料：「埼玉県感染症発生動向調査事業報告書」県医療整備課

概要
「感染症発生動向調査」によると、平成
１３年の埼玉県の２類感染症報告数は３１例で、
その内訳はコレラ３（２）例、細菌性赤痢２８
（２２）例（（ ）数は海外渡航歴のある者）
でした。全国でも赤痢が８４４例と２類感染
症報告数の８６％を占めています。３類感染
症報告数は前年比２．２倍の２１３例でした。
「埼玉県感染症発生動向調査事業報告
書」による平成１３年の３類感染症報告数を
月別にみると、７月から９月にかかる報告
数（健康保菌者を含む。）が全体の６１％を
占め、特に８月は年間報告数の３７％を占め
ました。増加の一因としては施設内におけ
る集団感染事例が３例、汚染された同一食
材の摂取によって起こった広域感染事例が
２例発生したことがあげられます。
「結核発生動向調査」によると、平成１３
年の埼玉県の結核新登録患者は１，６２４人で、
り患率（人口１０万人当たりの新登録患者
数）２３．３と２年連続で減少しました。
「食中毒発生状況」によると、平成１３年
の埼玉県での食中毒事件数は２１件で患者数
は４０５人でした。

感染症報告数
「感染症の予防及び感染症の患者の医療
に関する法律」（感染症法）により指定さ
れた感染症と診断（新規診断）したとして
届け出された数。

２類感染症
コレラ、細菌性赤痢、腸チフス、パラチ

フス、急性灰白髄炎（ポリオ）、ジフテリ
アの６種類の感染症。

３類感染症
O－１５７などの腸管出血性大腸菌感染症。

結核新登録患者
結核と診断され、治療を開始した患者。

食中毒
病原微生物を病因物質とする飲食に起因

する健康被害。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「感染症発生動向調査」厚生労働省
＊３「結核発生動向調査年報」厚生労働省
＊４「食中毒事件発生状況」厚生労働省

平成１３年
平成１３年
平成１３年

毎年
毎年
毎年
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１８こども
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

保育所数
保育所

待機児童数
（人）

放課後
児童クラブ数

児童相談所
相談受付件数
（件）

全 国 ２２２１４ ２５４４７ １２０５８ ３８２０１６

北 海 道 ８２４ ３６３ ６１４ １９０７９
青 森 県 ４８９ ２０４ １５５ ５６４５
岩 手 県 ３３５ １２３ ９１ ６１５６
宮 城 県 ２９０ ７７８ ２１４ ８６１２
秋 田 県 ２４３ ２２１ ７８ ２８１０

山 形 県 ２２６ １８４ １１０ ３１４６
福 島 県 ２８６ ２８６ １３１ ６１８５
茨 城 県 ４３０ ４９３ ２４３ ６５０５
栃 木 県 ３２６ １２９ ２３５ ６３６６
群 馬 県 ４０３ ６８ １８６ ６６９５

埼 玉 県 ７１６ １５３４ ６９０ １４４９８
千 葉 県 ６４３ ８６２ ４４６ １８７８９
東 京 都 １５８８ ５０５６ １２５８ ３１５８４
神 奈 川 県 ７０１ ３２０４ ５６５ ２４６０７
新 潟 県 ７４１ ４９ ２１２ ８４５７

富 山 県 ３３１ － １１７ ３２０５
石 川 県 ４２９ － １５５ １２８０
福 井 県 ２８５ － ８２ １９８５
山 梨 県 ２３９ － １０５ ２８２７
長 野 県 ６３０ － １７１ ５５５６

岐 阜 県 ４４９ １４ １７１ ３９６８
静 岡 県 ４９１ ３１９ ２７６ ５９４９
愛 知 県 １１７７ ８６０ ６０５ １７８２８
三 重 県 ４４７ ２２ １１１ ６３８１
滋 賀 県 ２３３ １１９ １３８ ４６６３

京 都 府 ４９４ ２８１ ２９６ ８４４５
大 阪 府 １０６８ ３５５２ １１６２ ３０９５０
兵 庫 県 ８０９ ２１２５ ４９９ ２０６４３
奈 良 県 １９４ １９１ １５４ ５８９５
和 歌 山 県 ２３３ １１ ８３ ４４６２

鳥 取 県 ２０３ － ６８ ２６３４
島 根 県 ２６０ ５４ ８８ ２５９１
岡 山 県 ４００ １５３ １７４ ５２００
広 島 県 ６１１ ３６６ ３４７ １００９２
山 口 県 ３３３ １４ ２２０ ４８８５

徳 島 県 ２２７ ８３ ６５ ２２８３
香 川 県 ２１０ ６５ １０９ ４７２０
愛 媛 県 ３４３ １３ １００ ３６４３
高 知 県 ３１１ ９１ ７５ ２３３７
福 岡 県 ８５９ １０４４ ５１７ ２０３２７

佐 賀 県 ２１１ ７８ １１８ １６６７
長 崎 県 ４２４ ２０５ １４５ ３８８０
熊 本 県 ６０４ １３２ １６０ ５０７３
大 分 県 ２８８ １９８ １１２ ４７０５
宮 崎 県 ４１３ － １０４ ４６１６

鹿 児 島 県 ４４４ ２８２ １６２ ５１７５
沖 縄 県 ３２３ １６２１ １４１ ５０１７

埼玉県の順位 ８ ６ ３ ９
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身体的虐待 保護の怠慢・拒否 性的虐待 心理的虐待 

内容別・児童相談所における虐待相談受付状況（平成１３年度）

資料：「埼玉の児童相談」県児童相談所

概要
「社会福祉行政業務報告」によると、平
成１３年４月１日現在の埼玉県内の保育所数
は７１６施設、在籍者数６１，４６０人でした。
また、「保育所入所待機児童数調査」に
よると、平成１４年４月１日現在の保育所待
機人数は前年よりも２４９人増えて１，５３４人と
なり、全国第６位でした。
「地域児童福祉事業等調査」によると、
平成１３年１０月１日現在の放課後児童クラブ
数は、前回調査（平成９年）より９５か所増
えて６９０か所で、全国第３位でした。
「社会福祉行政業務報告」によると、平
成１３年度中に埼玉県の児童相談所で受け付
けた相談件数は、その前年度よりも２８４件
増えて１４，４９８件となりましたが、引き続き
全国第９位でした。
「埼玉の児童相談」によると、平成１３年
度に埼玉県の児童相談所で受け付けた虐待
に関する相談は、相談件数全体の１０．７％
（１，５４５件）を占めました。内容別に見ると、
身体的暴行による相談件数が最も多く虐待
相談の５３．３％を占め、また、虐待を受けた
子どもの年齢をみると、０歳から就学前ま

での乳幼児が全体の５０．４％を占めています。

保育所
保護者の労働や疾病等の事情から家庭で

の保育に欠ける乳・幼児を、保護者の委託
を受けて保育する施設。表＊１は活動中の
施設であり施設を設置・認可した都道府県
（指定都市及び中核市分は、当該市所在都
道府県）で掲載した。

保育所待機児童
保育所入所申込書が市区町村に提出され、

かつ、入所要件に該当しているものであっ
て、現に保育所に入所していない児童。

放課後児童クラブ
保護者が労働等により昼間家庭にいない、

小学校に就学しているおおむね１０歳未満の
児童に対し、授業の終了後に児童厚生施設
等を利用して適切な遊び及び生活の場を与
える施設。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１「社会福祉行政業務報告」厚生労働省
＊２「保育所入所待機児童数調査」厚生労働省
＊３「地域児童福祉事業等調査」厚生労働省
＊４「社会福祉行政業務報告」厚生労働省

平成１３年４月１日
平成１４年４月１日
平成１３年１０月１日
平成１３年度

毎年
毎年
不定期
毎年
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１９高齢者
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

介護老人
福祉施設数

通所介護
事業所数

介護保険給付支
給額・介護（予防）
給付総数
（千円）

１人当たり老人
医療費・実額
（円）

全 国 ４４６３ ８０３７ ３２２９１３８２６９ ７５７８５６

北 海 道 ２５０ ３７２ １７３３２４８８７ ９３７８２５
青 森 県 ７４ １５８ ５１６６９５８８ ７１００１２
岩 手 県 ７８ １３９ ４４３５８８９１ ６６３５４４
宮 城 県 ８１ １５４ ４９０７７１５１ ６９１９８３
秋 田 県 ８０ １０７ ４３９２６２３６ ６９６５６５

山 形 県 ６９ １０５ ４０４２９９８６ ６２１０３４
福 島 県 ７１ １５７ ４９７３０４８２ ６９７６７５
茨 城 県 ９７ １４３ ５４８２７６４８ ６５０２３９
栃 木 県 ７４ １７０ ４２３７１０７７ ６５１５６８
群 馬 県 ８４ １５８ ５０３２７０４８ ６６４８５７

埼 玉 県 １６４ ２７２ ９４９１７２４９ ７０１９３７
千 葉 県 １４０ ２２７ ９４７８５６２９ ６５０５８９
東 京 都 ３０２ ４１１ ２５１９９０４３６ ７７６７７８
神 奈 川 県 １７４ ３６２ １４１２１７３２１ ７１５６４９
新 潟 県 １０７ ２４９ ８３５３００２４ ６３０２３３

富 山 県 ４６ ８４ ４１３５０１９８ ７４１６２２
石 川 県 ３９ １０６ ３９７９３３０６ ８４２３８２
福 井 県 ４８ ７６ ２９７０００００ ７３６６５８
山 梨 県 ３２ ８８ ２１７１７６５５ ６３４９１２
長 野 県 １００ １９９ ６５１３０８７１ ５９４２１３

岐 阜 県 ５８ １６１ ４８８９５１９５ ６９４２０１
静 岡 県 １１０ １８７ ８０６０７５６４ ６５９９９８
愛 知 県 １２０ ３０７ １２７４２２２１１ ７６６７４５
三 重 県 ７２ １３７ ４８１６６９６９ ６６４７６１
滋 賀 県 ３９ １０２ ２８０３４４５２ ６７９４１１

京 都 府 ９３ １８１ ７３８８３６６２ ８３０５４６
大 阪 府 ２２４ ４１７ １８４０４３５３４ ９００２５９
兵 庫 県 １９６ ２９５ １３３４２５１７３ ７５８９１０
奈 良 県 ４９ ８８ ３２１０５８５８ ７２１１４４
和 歌 山 県 ５７ １０７ ３５８９６２３８ ７３６６３２

鳥 取 県 ２７ ７２ ２３５１５５５８ ６８２６０９
島 根 県 ６６ １１７ ３１３８３４０８ ６８７８２１
岡 山 県 ９５ １７４ ６７０７１５３８ ７７７１８７
広 島 県 １３５ ２０５ ９０１５２６６１ ８４９９８６
山 口 県 ８２ １３８ ６２０５７２６１ ７９５８２８

徳 島 県 ４８ ９１ ３５８４３２４１ ７９９９１１
香 川 県 ５３ ７６ ３１９７１１６５ ７９６０４５
愛 媛 県 ６９ １２０ ５２３８６３９６ ７５６４１６
高 知 県 ４７ ８１ ３９０３８５３３ ８２６９０７
福 岡 県 １８０ ２７７ １６１７１６９９２ ９３４４８５

佐 賀 県 ４１ ７９ ３３０６８８０５ ８２４８６８
長 崎 県 ９０ ２０３ ５５９０８９３１ ８８７０４１
熊 本 県 １００ １５９ ７６７１０２４９ ８２３４６３
大 分 県 ６２ １３４ ４５６２９８０２ ８０２２４６
宮 崎 県 ６４ １２２ ４３４６８２６０ ７３６６９０

鹿 児 島 県 １２２ １６７ ７７４８２４５５ ８２９２１７
沖 縄 県 ５４ １０３ ４５０７６４７３ ７８１３０８

埼玉県の順位 ７ ８ ８ ２９
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（支給額・億円） （認定者数・人） 
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施設介護 
45,183千円 

居宅介護（支援） 
サービス支給額 

介護保険支給額（居宅・施設）（平成１２年度＊）と要介護（支援）認定者数（平成１３年３月末）

＊平成１２年４月から平成１３年２月サービス分
資料：「介護保険事業状況報告（年報）」県介護保険課

概要
「介護サービス施設・事業所調査」によ
ると、平成１２年１０月１日現在の埼玉県の介
護老人福祉施設数は１６４か所で全国第７位
でした。また、通所介護事業所数は２７２か
所で全国第８位でした。
「介護保険事業状況報告」によると、平
成１２年度（平成１２年４月～平成１３年２月
サービス分）の埼玉県の介護保険給付支給
額は９４９億円で、そのうちの６４％を施設介
護サービスが占めました。また、要介護認
定者は平成１３年３月末現在８０，７６７人でした。
「老人医療事業年報」によると、平成１２
年度の１人当たり老人医療費は前年度と比
べて全都道府県で減少しました。埼玉県も
５万円（５．８％）減り、７０万円となりました
が、４つ順位が上がり全国第２９位でした。

介護老人福祉施設
老人福祉法に規定する特別養護老人ホー
ム（６５歳以上で、身体上又は精神上著しい
障害があるために常時の介護が必要である
が、居宅では介護を受けることが困難な者
を入所させて養護する施設）で、介護保険

法による都道府県知事の指定を受けた施設。

通所介護事業所
介護保険法による都道府県知事の指定を

受けた、通所により、入浴、食事の提供、
その他の日常生活上の世話と機能訓練の
サービスを提供する事業所。

１人当たり老人医療費
老人医療受給対象者（７０歳以上又は６５歳
以上で寝たきり等の人）の医療費の年間総
額÷老人医療受給対象者数の年間平均。

要介護認定
介護保険からサービスを受けるために必

要な認定。ただし、特別養護老人ホームに
平成１２年４月１日に入所中で引き続き入所
している非該当者と要支援者は、施設介護
サービスを受給できる。

※表＊１，２は活動中の施設であり、各施設の
設置・認可等を行った都道府県（政令市・中
核市分は当該市所在都道府県）で掲載した。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「介護サービス施設・事業所調査」厚生労働省
＊３「介護保険事業状況報告」厚生労働省
＊４「老人医療事業年報」厚生労働省

平成１２年１０月１日
平成１２年４月～平成１３年２月
平成１２年３月～平成１３年２月

毎年
毎年
毎年
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２０障害者
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

身体障害者
更正援護施設数

知的障害者
援護施設数

精神障害者
社会復帰施設数

障害者就職率
（％）

全 国 １７６６ ３００２ ５２１ ３２．４

北 海 道 ９９ ２１２ １７ ３４．０
青 森 県 ３７ ６０ １７ ３７．１
岩 手 県 ２７ ４７ ９ ３３．７
宮 城 県 ２２ ４９ ６ ３６．６
秋 田 県 １７ ４５ １２ ３０．５

山 形 県 １７ ３７ ３ ３２．０
福 島 県 １５ ４８ ６ ２９．９
茨 城 県 ２８ ５８ ９ ４４．４
栃 木 県 ２５ ５４ １８ ３７．０
群 馬 県 ３０ ５６ ８ ４３．１

埼 玉 県 ６８ １１３ １９ ２８．３
千 葉 県 ６２ ９４ １１ ２６．６
東 京 都 １３３ １６３ ３８ ２７．７
神 奈 川 県 ８３ １４０ １２ ２４．５
新 潟 県 ３７ ６５ ２８ ３８．８

富 山 県 １５ ２２ １０ ３１．８
石 川 県 ２３ ３３ １１ ３９．４
福 井 県 ２１ ４０ ３ ４５．２
山 梨 県 １５ ２４ ３ ３７．０
長 野 県 ３７ ６０ １４ ４１．１

岐 阜 県 ２０ ４７ ５ ２９．０
静 岡 県 ３９ ７３ １０ ３９．３
愛 知 県 ９７ １４３ １３ ３４．１
三 重 県 ４２ ４４ １０ ３２．７
滋 賀 県 ２６ ４４ ４ ３４．９

京 都 府 ５３ ７１ ６ ３２．４
大 阪 府 １１３ １５１ １６ ２４．６
兵 庫 県 ５２ １２７ １２ ３３．１
奈 良 県 １３ ２０ ３ ３５．８
和 歌 山 県 ２０ ３３ ５ ３３．２

鳥 取 県 １５ ２２ ３ ４０．３
島 根 県 １２ ３３ １１ ４４．２
岡 山 県 ３１ ５３ １３ ３８．５
広 島 県 ４２ ７３ １５ ３８．７
山 口 県 ２８ ４５ １４ ３６．４

徳 島 県 １４ ２２ ７ ４７．９
香 川 県 ２０ ２１ ７ ４９．８
愛 媛 県 ２５ ４３ ４ ３９．５
高 知 県 ２３ ２９ ３ ３４．５
福 岡 県 ７０ １４１ ２８ ３３．０

佐 賀 県 １４ ２５ ４ ３０．７
長 崎 県 ２５ ６８ １１ ３７．４
熊 本 県 ３７ ７５ １０ ３１．９
大 分 県 ２９ ５４ １２ ３４．４
宮 崎 県 ２６ ２３ ７ ４２．３

鹿 児 島 県 ３９ ６１ １６ ３４．６
沖 縄 県 ２０ ４０ １８ ３１．１

埼玉県の順位 ７ ８ ４ ４３
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等級別身体障害者手帳交付台帳登載数（各年度末）

資料：県障害者福祉課

概要
「社会福祉施設等調査報告」によると、
平成１２年１０月１日現在における埼玉県の身
体障害者更生援護施設数は前年よりも４か
所増えて６８か所となり、全国第７位でした。
知的障害者援護施設数も４か所増えて１１３
か所となり、全国第８位でした。精神障害
者社会復帰施設数も２か所増えて１９か所と
なり全国第４位でした。
「労働市場年報」によると、平成１３年度
間の埼玉県の障害者の新規求職申込件数は
３，１８０件（身体障害者２，３１３件、知的障害者
６５２件、精神障害者２０８件、その他７件）で、
前年度比１７．８％の増加でした。一方、就職
件数は９００件（身体障害者５９２件、知的障害
者２５８件、精神障害者５０件）で同３．９％の減
少でした。このため、障害者就職率は前年
度より６．４ポイント減少して２８．３％となり、
全国第４３位でした。
県障害者福祉課の資料によると、平成１３
年度末現在の埼玉県の身体障害者手帳交付
台帳登載者（手帳所持者）数は１６２，４４９人
で、平成４年度末と比べて４９，５５５人増加し
ており、増加率は４３．９％となっています。

このうち重度障害者といわれる１、２級が
全体の４９．６％（１級・５１，１１０人、２級・
２９，３２３人、計８０，４３３人）を占めています。
特に１級の登載者数が大きく伸びて平成４
年度末と比べると１．８倍になっており、障
害の重度化傾向がみられます。

障害者就職率
就職件数÷新規求職申込件数×１００
身体・知的・精神・その他の障害者の合

計件数を対象としている。

※表＊１～３は活動中の施設。また、施設
を設置又は認可（届出）した都道府県（政
令指定都市及び中核市分は当該市所在都道
府県に含む。）で掲載しており、全国計に
は国立を含む。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「社会福祉施設等調査報告」厚生労働省
＊４「労働市場年報」厚生労働省

平成１２年１０月１日
平成１３年度

毎年
毎年
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２１国民年金
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

被保険者数
（第２号被保険
者を除く）
（人）

第３号
被保険者数
（人）

受給権者・
件数
（件）

受給権者・
年金額
（千円）

全 国 ３３０６８０３０ １１５３０６８６ １９７３６７７０ １１８３５９８７５１８

北 海 道 １４８９８８７ ５７５７３８ ９０１４０２ ５５６５８５６９４
青 森 県 ３９３４６２ １０７６６０ ２９０５０５ １６１５０６４３４
岩 手 県 ３１６４１１ １０１６３２ ２９７３８６ １７２１９９２６２
宮 城 県 ５９７８３５ ２０６９６７ ３８５３１７ ２２０３１５６９４
秋 田 県 ２６１９６５ ８３５７９ ２７０９０４ １５２５４２３４４

山 形 県 ２５４４９６ ７３４０２ ２８１６９４ １５９６８５３２７
福 島 県 ４７４９９４ １５５５５３ ４１１１７２ ２３４５３９１９８
茨 城 県 ８２０５０７ ２７２１４０ ４７０５８１ ２６５３２６１０９
栃 木 県 ５２６６１５ １７５９８４ ３３３２１８ １９０８３７８５６
群 馬 県 ５３２０５５ １８１０４８ ３５１６７０ ２０５９４８４５３

埼 玉 県 １９７９３２３ ７４０９１６ ８０２００８ ４７２３２７８４０
千 葉 県 １７０６０５０ ６２４０７３ ７５１０５２ ４４４０４４６７６
東 京 都 ３５２０５８９ ９７１２２６ １５９６７９６ ９７８４０９８４７
神 奈 川 県 ２３３１４４３ ９２１７４３ ９７７３３２ ５９７４４３１７０
新 潟 県 ５２７９０２ １８２０７０ ４９１６７０ ２８５０１６９３２

富 山 県 ２３１９９６ ８３３１５ ２１１４９７ １２８９４９５０５
石 川 県 ２６９６４８ ８７８３４ １９６３２３ １２０５４３０５２
福 井 県 １６４０３３ ５４５６８ １５３６９０ ９１６８００５０
山 梨 県 ２２９４９６ ６８７４５ １６８８３５ ９５５１９２３４
長 野 県 ４９４０２８ １７８７８７ ４４３６６４ ２６５２００５７４

岐 阜 県 ５３８３５１ １９６３８８ ３６０５０３ ２１９５７３５０６
静 岡 県 ９３１１５０ ３３７３９３ ６１４９０８ ３６８９４８１３４
愛 知 県 １８９３２３０ ７４３９４２ ９０６２７５ ５５２７７５５５９
三 重 県 ４６４５６７ １７３４４０ ３１９５５３ １９７００１６０８
滋 賀 県 ３３６１４７ １３４７６５ ２００２５４ １２０４８３２８６

京 都 府 ６９３７２７ ２２７７５８ ３９１０３３ ２３８３３２８４０
大 阪 府 ２４５８６５３ ８３１５７２ １０９９４８３ ６６４８５７９２１
兵 庫 県 １４７１８６３ ５７４２２９ ８０７４７２ ４８８３７５３１３
奈 良 県 ４０８１１８ １５９８１１ ２１４９７６ １２５８４５６２９
和 歌 山 県 ２９３６８４ ９３４４７ ２０８６６１ １２０７４７３８３

鳥 取 県 １２３１６６ ４２６３３ １２１４４７ ７３４０６６９７
島 根 県 １４１６３２ ５０３７６ １７４９９０ １０６９５３１１３
岡 山 県 ４４４０９１ １７１４５２ ３５０９２４ ２１９９０８９４１
広 島 県 ７０９３８５ ２７９７７６ ４５５７５４ ２８４７３９５３８
山 口 県 ３６１８９６ １４３７８６ ２８９０７０ １８１６９３９１８

徳 島 県 １８１７７３ ５９１１０ １６４１８６ ９５５１９９６６
香 川 県 ２３２０３９ ８５９０９ １９２９４７ １２１４６９３２７
愛 媛 県 ３６９６１１ １３１４５１ ２９３５０４ １７４５４０２４９
高 知 県 １８００２５ ４７８９５ １７０５８０ １０１７４８９０２
福 岡 県 １２９２１１５ ４５８１３９ ７２１５３３ ４３９６２７１５４

佐 賀 県 ２０４１３５ ６３７１０ １６８７５５ １０２３１５２１９
長 崎 県 ３８０４３３ １２０５８９ ２８７２４７ １６８６２０９２８
熊 本 県 ４６１７８７ １３６１６２ ３７５４５２ ２２３４６８０５７
大 分 県 ２７２５７４ １０５０１８ ２４１４２２ １４１２０６５７７
宮 崎 県 ２８５７７４ ８６１８９ ２２８２６４ １４１７９８１９３

鹿 児 島 県 ４１２７５７ １４６０１１ ３９３３６８ ２３７５６１４２１
沖 縄 県 ４０２６１２ ８２７５５ １９２８３７ １２３５８８５６３

埼玉県の順位 ４ ５ ７ ７
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恩給・年金が主な収入である 
一般世帯割合 

65歳以上人口割合 

（％） 

12平成2年 昭和55年 

恩給・年金が主な収入である一般世帯割合と
総人口中の６５歳以上人口割合（各年１０月１日）

資料：「国勢調査」総務省統計局

概要
「事業年報」によると、平成１２年度末現
在の埼玉県の国民年金の被保険者数（第２
号被保険者を除く。）は、前年度末よりも
１万３千人増えて１９８万人となりましたが、
引き続き全国第４位でした。被保険者のう
ちの第３号保険者は、前年度末よりも１万
１千人減って７４万１千人となり、減少傾向
が続いています。なお、第３号被保険者の
うち９９．８％が女子です。
また、平成１２年度末の埼玉県の年金の受

給権者・件数は前年度より５万件増えて８０
万件となり、年金額は４０６億円増えて４，７２３
億円となりました。順位はどちらも前年と
同じ全国第７位でした。年金額の内訳は、
老齢年金が３，９８７億円、通算老齢年金が１３０
億円、障害年金が４８２億円、遺族年金が１２５
億円となっています。
「国勢調査」によると、埼玉県の一般世
帯のうち、恩給・年金が主な家計の収入と
なっている世帯の割合は、昭和５５年が３％
でしたが、平成２年が７％、平成１２年が１５％
と大幅に増加しています。

国民年金
日本国内に住所を有する２０歳以上６０歳未

満の人がすべて加入しなければならない社
会保障制度。

被保険者
第１号被保険者は、厚生年金保険や共済

組合などの被用者年金制度に加入していな
い、自営業者、農業・漁業従事者、学生、
無職の人など。第３号被保険者は、第２号
被保険者（会社などに勤め、厚生年金保険
や共済組合などの被用者年金制度に加入し
ている人）の被扶養配偶者。

受給権者・件数・年金額
受給権者とは年金を受ける権利を持って

いて本人の請求により裁定された者。全額
支給停止されている者を含む。件数は裁定
原簿の数。年金額は、受給権者の一定時点
における決定済の受給権ベースの年金額
（年額）の総和で、一部支給停止されてい
る金額を含む。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「事業年報」社会保険庁 平成１２年度末 毎年
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２２生活保護
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

被保護実世帯数
（世帯）

被保護実人員
（人）

保護率
（人口千対）

保護開始世帯数
（世帯）

全 国 ８０５１６９ １１４８０８８ ９．０ １７９０６

北 海 道 ７２３７８ １１０６０４ １９．５ ９２１
青 森 県 １３６７９ １８９０７ １２．８ １５３
岩 手 県 ５５９４ ７８９４ ５．６ ８１
宮 城 県 ９１５４ １３２９８ ５．６ １８０
秋 田 県 ７１３４ ９８２４ ８．３ ９９

山 形 県 ３３３６ ４４４４ ３．６ ４６
福 島 県 ８３３２ １１７０９ ５．５ １２２
茨 城 県 ８６２４ １２１３１ ４．１ １５３
栃 木 県 ６５５７ ９３５２ ４．７ １２８
群 馬 県 ５３４８ ７１６６ ３．５ ９５

埼 玉 県 ２３４０８ ３５０６６ ５．０ ５５２
千 葉 県 ２０６５３ ２９８７８ ５．０ ５５１
東 京 都 １１１４１９ １４７４６６ １２．１ ２８２８
神 奈 川 県 ５２４６４ ７３０６９ ８．５ １５１２
新 潟 県 ７３１７ １００２２ ４．１ １２４

富 山 県 １７７７ ２０８９ １．９ ２６
石 川 県 ３３７６ ４１７３ ３．５ ５３
福 井 県 １５８９ ２０１７ ２．４ ２３
山 梨 県 ２１４６ ２６９６ ３．０ ３７
長 野 県 ４４０１ ５５９６ ２．５ ６９

岐 阜 県 ３９５２ ５０４２ ２．４ ９１
静 岡 県 ９００３ １２１８１ ３．２ １９６
愛 知 県 ２２９１２ ３０８９４ ４．４ １３１０
三 重 県 ７５４１ １０７３９ ５．８ １３９
滋 賀 県 ４２５１ ６６０８ ４．９ ７４

京 都 府 ２６０１１ ３９５８７ １５．０ ６５８
大 阪 府 １０５９４８ １５２４８８ １７．３ ３７３０
兵 庫 県 ４１２０７ ６０７０８ １０．９ ８３９
奈 良 県 ８５１８ １２９７６ ９．０ １２７
和 歌 山 県 ６５７７ ８７５６ ８．２ １０６

鳥 取 県 ２７１３ ３７３４ ６．１ ４４
島 根 県 ２５３６ ３３９３ ４．５ ３１
岡 山 県 １０８７０ １６２７６ ８．３ １８７
広 島 県 １６９３２ ２４７４９ ８．６ ３４４
山 口 県 ９６０８ １３７０１ ９．０ １５０

徳 島 県 ６７７０ ９３５２ １１．４ ７０
香 川 県 ５７１５ ８９８６ ８．８ ６１
愛 媛 県 ９７８３ １３０２６ ８．７ １３５
高 知 県 ９８９７ １３４３０ １６．５ １３９
福 岡 県 ５４５５９ ８１５４７ １６．２ ８１３

佐 賀 県 ３８６３ ５３７０ ６．１ ５１
長 崎 県 １２４０５ １８３１６ １２．１ １６６
熊 本 県 １０９２８ １５００２ ８．１ １２８
大 分 県 ９６４７ １３３１０ １０．９ １２８
宮 崎 県 ８０６７ １１２８９ ９．７ １０６

鹿 児 島 県 １４６１５ ２０８３９ １１．７ １８７
沖 縄 県 １１６５７ １８３８８ １３．８ １４７

埼玉県の順位 ８ ８ ３１ ９
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世帯類型別被保護世帯構成比（各年度月平均）

資料：「埼玉県の生活保護」県社会福祉課

概要
「社会福祉行政業務報告」によると、平
成１３年度の月平均の埼玉県の被保護実世帯
数は前年度よりも２，５７２世帯増加し、２３，４０８
世帯となりました。また、月平均の被保護
実人員も３，８４０人増えて３５，０６６人となりま
した。千人当たりの保護率は、全国平均よ
りも低いものの前年度より０．５ポイント増
加し、５．０となりました。月平均の保護開
始世帯数は、前年度よりも４７世帯増えて５５２
世帯となりました。埼玉県では、平成５年
度以降保護人員・世帯ともに増加の傾向に
あります。
「埼玉県の生活保護」によると、平成１２
年度の埼玉県の被保護世帯の世帯類型別構
成比を全国と比べると、母子世帯の割合が
高く（埼玉県１０．３％、全国８．４％）、高齢者
世帯の割合が低く（埼玉県３８．０％、全国
４５．５％）なっています。また、近年全国的
に高齢者世帯の割合が増加傾向にあり、埼
玉県も同様の傾向が見られます。

被保護実世帯数・実人員
各月中に１日（回）でも生活保護を受け

た実世帯・実人員及び月の初日から末日ま
で引き続いて保護が停止されていた実世
帯・実人員の合計をその年度について１か
月平均としたもの。

保護率
被保護実人員（月平均）÷推計人口（調

査年の１０月１日・総務省統計局）×１，０００

保護開始世帯数
調査年度の各月に保護を開始した世帯を

その年度について１か月平均としたもの。

高齢者世帯
男６５歳以上、女６０歳以上の者のみで構成
されている世帯か、これらに１８歳未満の者
が加わった世帯。

母子世帯
現に配偶者がいない１８歳から６０歳未満の
女子と１８歳未満のその子のみで構成されて
いる世帯。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「社会福祉行政業務報告」厚生労働省 平成１３年度月平均 毎年
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２３たすけあい
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

献血者数
（人）

骨髄提供希望者
登録者数
（人）

ボランティア
活動行動者数
（１０歳以上）
（千人）

共同募金
実績総額
（円）

全 国 ５７７４２６９ １５２３３９ ３２６３４ ２４３２３２５８９９５

北 海 道 ３５６２１１ １０５２７ １３９９ １１８７０６４５１１
青 森 県 ６６２２６ ９１１ ３３９ ２７６２９８９７９
岩 手 県 ６３８９２ １４８９ ４１１ ４６９５６１１１０
宮 城 県 １０５７５７ ３００３ ７１４ ５１７３３７２４８
秋 田 県 ６０１１１ １６０９ ３３９ ３５２３５９５５６

山 形 県 ４９０８０ １５４９ ３９７ ２９０２９４３８８
福 島 県 １００６４９ ３１１１ ６２１ ５５７７１９５３９
茨 城 県 １１７８４１ ２３２６ ７５１ ７２６７８１０２８
栃 木 県 ８９１３０ ２００９ ５４６ ４１６５１２５３７
群 馬 県 ９１９８９ １７０１ ５８７ ４２４５９５０３０

埼 玉 県 ２４０８６０ ４８５１ １６６３ １１７００３０４３５
千 葉 県 ２１６５８５ ３９８４ １３７１ ９０３３８３０３８
東 京 都 ５９２０２０ ２３２９３ ２５０７ １５８３２８４９０３
神 奈 川 県 ３１６１５０ ７４３１ １７８９ １３５８４４７２８５
新 潟 県 １１００４２ ３７５９ ６２４ ６５３２３３２８８

富 山 県 ５２８４８ １５２１ ３３０ ２１３７０８８７５
石 川 県 ６８３００ １７４５ ３７５ ２５０８２１４４０
福 井 県 ４０２７２ １２０８ ２６８ ２３６６１１４１６
山 梨 県 ３８６２７ ８５５ ３１１ ２０３２３８１６２
長 野 県 ９３９２４ ２２３０ ７３１ ５７１７３４４９５

岐 阜 県 ９３０７０ ２０９４ ７２２ ４５２７４５１００
静 岡 県 １４４７４１ ４０１８ １０５３ ７１９３２３１２０
愛 知 県 ２９７２９８ ９１８８ １７１６ １１４７０２７４６０
三 重 県 ８４４８７ ２２９６ ５３９ ３８４７３７０４０
滋 賀 県 ５１３２２ １５８７ ４６８ ３４７３６９３７５

京 都 府 １２４７４１ ４０７０ ６５５ ４６２１６４５２８
大 阪 府 ４４３８１８ ９３３７ １７０２ １０５４８７９６００
兵 庫 県 ２２８４０９ ５５８７ １４３８ ９３７１４５３１５
奈 良 県 ５８９２３ １４８８ ４１４ ２２２８６３５１８
和 歌 山 県 ４６２２５ ９５２ ２６３ ２０４５８７９８８

鳥 取 県 ３５１６６ ９１２ １９７ １８５０４６０１６
島 根 県 ３９８７７ １０６１ ２４７ ２９４６４７３１３
岡 山 県 ９３２４０ ２９６２ ５９６ ４４２７８００６４
広 島 県 １５３２８０ ３５６６ ８１１ ４３０８４６９３６
山 口 県 ８４０５０ １７５９ ４３１ ４７３１９０３１７

徳 島 県 ４６１７８ ７９２ ２０３ １６２９８８３６４
香 川 県 ５４６２９ ９６８ ２６７ ３３４０９２７７８
愛 媛 県 ８１８４７ １５８４ ３９６ ３８８７２０２０３
高 知 県 ３８１５３ ８４９ ２１０ １９９２３１６０７
福 岡 県 ２１５８９８ ６１６２ １３５３ ９９０１６３９９７

佐 賀 県 ３２７７５ １０７７ ２７９ １９７３５３３３６
長 崎 県 ７１１９３ １３７０ ４００ ３３３７００６０６
熊 本 県 １１７４８４ １６２７ ５７６ ３６９５２１２６０
大 分 県 ５５７９６ １１６１ ３６８ ２７３９３６９８４
宮 崎 県 ６２４２９ １０２４ ３４０ ２５６６６７４９６

鹿 児 島 県 ９１５８６ １８８７ ６２５ ３７３３３９８５２
沖 縄 県 ５７１４０ ３８４９ ２９３ ３２１１７１５５９

埼玉県の順位 ６ ８ ５ ４
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男性 

15～24歳 

25～34歳 

35～44歳 

45～54歳 55～64歳 

65～74歳 

75歳以上 

20

0

40

60（％） 

女性 

男女別年齢階級別ボランティア行動者率（平成１３年）

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局

概要
「血液事業の現状」によると、平成１３年
の埼玉県の献血者数はその前年よりも４千
人減って２４０，８６０人で、献血量は８０，８０２リ
ットルでした。
�骨髄移植推進財団によると、平成１３年
度末の埼玉県の骨髄提供希望者登録者数は
４，８５１人でした。
「社会生活基本調査」によると、平成１３
年の埼玉県のボランティア活動の行動者数
は１，６６３千人で全国第５位でした。行動者
率は２６．７％で前回調査よりも６．１ポイント
上昇しました。行動者率を男女別・年齢階
級別にみると、女性の３５～４４歳（４６．１％）
が最も高く、また、５０歳代前半までの各年
齢層で女性が男性より高くなっています。
（社福）中央共同募金会の資料によると、
平成１３年度の共同募金の実績総額は１２億円
で、全国第４位でした。

骨髄提供希望者
骨髄移植（急性白血病などの病気におか
された骨髄細胞を健康なものに置き換える
治療法）の骨髄を提供するために、骨髄デー

タセンターに登録している者。表＊２は、
データセンター所在地域別に集計した数。

ボランティア活動
以下の３要件を満たすもの。①自発性（自
らの意思に基づく行動）②貢献性（他の人々
や社会の福利の向上を目的とした行動）③
無償性（労働の対価（報酬、賃金など）を
目的としない行動）。

ボランティア行動者率
１５歳以上人口に対する行動者（調査日以
前の１年間に、何らかの「ボランティア」
を行った１５歳以上の人）数の割合（％）。

共同募金
社会福祉法に定められ、期間を定めて（通

常１０月１日～１２月３１日）運動が実施される。
赤い羽根共同募金、NHK歳末たすけあ

い募金、地域歳末たすけあい募金があり、
表＊４はその合計額。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１「血液事業の現状」日本赤十字社
＊２ �骨髄移植推進財団
＊３「社会生活基本調査」総務省統計局
＊４「赤い羽根」（社福）中央共同募金会

平成１３年
平成１４年３月末
平成１３年１０月
平成１３年度

毎年
毎年
５年
毎年
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